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えびの市えびの市

肝付町肝付町



高 齢 化 率 ： ３ ４ ． ５ ％

えびの市の人口：２万２千人

福
岡岡
方
面

えびのIC

宮崎方面

主な災害
・昭和４３年 えびの地震 マグニチュード 6.1
・平成１８年7月 局地的な豪雨による水害（川内川） 鹿児島方面



えびの市の洪水災害（ハザードマップ）
（平成１８年７月）（平成１８年７月）

水門

水流地区の住宅

京町地区の災害時の状況京町地区の災害時の状況
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平成22年版 高齢社会白書より引用



対象地区の独居老人世帯6 対象地区の独居老人世帯6

実施時期：平成20年12月
有効回答：Ｋ地区83世帯、Ｈ地区63世帯、Ｔ地区65世帯

70歳～74歳

75歳～79歳

80歳以上

T地区

H地区

K地区

独居老人, 
38, 18%

その他, 
56,27%

40歳～49歳

5０歳～59歳

60歳～64歳

65歳～69歳
K地区

夫婦老人, 
51, 25%

56, 27%

10歳～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳 ,

同居老人, 
61, 30%

0 10 20 30 40

人数

アンケ ト回答世帯の年代別度数

独居老人世帯の割合

アンケート回答世帯の年代別度数 高齢者と関わりのある世帯は約７割



災害弱者（要援護者）7 災害弱者（要援護者）7

地
高 齢 者

帰 宅 困 惑 者

地
障 が い 者
外 国 人
観 光 客
乳 幼 児

域域
妊 産 婦

災害弱者（要援護者）



風水害時に必要な情報8 風水害時に必要な情報8

情報の目的 情報の種類 風水害

台風情報

雨量
災害因

情
雨量
風速
河川水位

死者/けが人数
建物/ライフライン

災害因

被害情報

現状把握情
建物/ライフライン

気象情報・注意報
河川洪水警報

避難指示/勧告

避難場所/経路

危険度/警報

避難情報
避難

情
報 避難場所/経路

早めに避難

土砂災害の前兆等

避難所
物資配給

行動指示安全確保

報
物資配給

交通
ライフライン復旧

安否情報 家族/知人の安否
安否関連情報 物的被害/避難先

安否確認

生活情報生活確保

安否関連情報 物的被害/避難先

救援物資 必要な物/場所
ボランティア 必要な仕事/方法

安否確認

救援



災害経過ごとの必要な情報9 災害経過ごとの必要な情報9

発災期 被害拡大期 救出・救援期

時間経過 発生時 数時間～1日 2～3日時間経過 発生時 数時間～1日 2～3日

恐怖、緊張 脱出 危険からの開放
不安 安否の気遣い 避難、安否の気遣い

状況の把握 状況の把握

置かれた状況 被害の拡がり 救出・救護活動の様子
災害の規模 他地域の状況 水 食料の供給

被災者の状況

災害の規模 他地域の状況 水・食料の供給

危険の有無 防災活動の様子 ライフラインの被害・復旧見通し
被害の概況

復旧期 復興期 平常時

情報ニーズ

1週間～1ヶ月 1ヶ月～

再避難＝疎開、避難所で生活の長期化 仮設住宅での生活

損壊した自宅の修理、仕事の再開 住宅・事業所の再建
災害復興事業の進行

ライフラインの復旧 居住地の復興計画 災害全般の知識情住宅・仕事・健康・教育・医療などの再開・ 地域経済・社会の再生の方向 居住地の被害想定

復旧状況 防災の知識・備え

情
報報



災害時の不安10 災害時の不安10

河川の氾濫など浸水による被害

災害前後の家屋 家財に関することも含まれる

情
災害前後の家屋、家財に関することも含まれる。

避難情報が把握できないため不安

防災無線からの周辺の情報や避難情報が聞き取れないとい た記述
情

防災無線からの周辺の情報や避難情報が聞き取れないといった記述
が多くあった。

どこに避難すればよいかわからず不安

情
報

過去に避難場所が浸水したこともあり、現在も不安がある。

避難経路、避難手段が不安

報
避難する道路の状況が把握できないため

夜間の増水や浸水が不安

短時間に増水するので、就寝中など不安



避難する判断基準11 避難する判断基準11

危険を判断

① 本流河川の増水 45 5%防災無線① 本流河川の増水

② 支流河川の増水

③ 自宅近くの道路

45.5%

38.4%

48.8%

防災無線

区長から連絡

自分で判断
③ 自宅近くの道路

避難の基準

24.2%

7.1%

近所が避難

その他

避難の基準

① 自分で判断

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

災害時避難をする基準

② 防災無線

③ 区長から連絡
身近な河川や道路の情報を避難の基準
であるが、
災害時の不安に河川や道路の状況

④ 近所が避難
災害時の不安に河川や道路の状況
が挙げられている。



災害弱者≒情報弱者12 災害弱者≒情報弱者12

情 報 弱 者
高 齢 者

帰 宅 困 惑 者

情
情 報 弱 者 障 が い 者

外 国 人
観 光 客
乳 幼 児情情

報
妊 産 婦

報

災害弱者（要援護者）



災害情報取得の課題13 災害情報取得の課題13

市役所へ電話をかけても 市役所が住民からの問い合わせ

各自がどのように情報を得ようとしているか？

市役所へ電話をかけても、市役所が住民からの問い合わせ

が多く、輻輳が生じて電話が繋がりにくい。

市役所に、各地域被災状況といった情報が入りづらく、計

画的な支援が行いづらい点。（現場に職員が行く必要）

区長が河川の様子を見に行き、住民にその様子を伝えるな

どが大変危険。どが大変危険。

豪雨時は防災行政無線が聞き取りづらく、住民が正確な災

害情報を害情報を得にくい。



プロジェクトの目的14 プロジェクトの目的14

災害情報共有の課題

過疎化と高齢化の進む地域では災害情報の伝達がうまくいかず 高齢者 障害者 の支援が効過疎化と高齢化の進む地域では災害情報の伝達がうまくいかず、高齢者・障害者への支援が効
果的に行われていない

原 因

周辺地域の災害状況がわからな と周辺地域の災害状況がわからないこと

防災組織が地域ごとの組織で他地域との連携がないこと

地域住民の高齢化による情報格差の問題がある。

必要な情報

災害時にはあまりマスコミ等で報道されない地域なので、地域住民の住む周辺情
報を提供する必要がある。

特に毎年来襲する風水害においては、刻々と変化する災害情報の共有が必要であ
る。
（周辺の河川の状況、道路の状況、避難所の状況、隣近所の身近な情報など）

目的は、過疎化の進む高齢社会でも活用できる災害情報共有システムの構築



当初の災害情報伝達
15

イメージ
15

マスコミマスコミ
取材取材

災害報道

地
域

国
・

取材

災害報道

災害対策

域
住
民

・
県

現状報告 防災無線等

災害対策
本部

民

現場確認、電話
河川状況等河川状況等
（ただし、ネット）



ICTを活用した情報共有
16

イメージ
16

ICTの活用民間

地

ICTの活用民間

地
域

マスコミ

国

災害対策
住
民

国
・

災害対策
本部

民県
本部



【地域ＩＣＴ振興型研究開発】
研究課題：非人口集中地域におけるローカルエリア防災情報共有システムの研究開発（082310002）研究課題：非人口集中地域におけるローカルエリア防災情報共有システムの研究開発（082310002）

過疎化と高齢化の進む地域の災害時の課題

(1)周辺地域の災害状況がわからなかった（自助）

(2)防災組織が地域ごとの組織で他地域との連携がなかった（共助・公助）

ICT活用による災害情報共有
住民と行政が一体となった災害への取り組み

(1)周辺の災害状況から自ら判断し迅速で安全な避難が可能

(2)住民の状況を把握し 、迅速で的確な行政の対応が可能

インタ ネ トから閲覧

災
害
情

サ
イ
ト

地域の状況を発信
●画像で地区内の河
川、道路の状況を発信

地

( )防災組織 地域 組織 他地域 連携 な （共助 公助）

(3)地域住民の高齢化の問題（災害情報リテラシーの欠如）

( )住民 状況を把握し 、迅速 的確な行政 対応 可能

(3)講習会、そしてモバイル機器活用で容易に災害状況を把握

災
害
情

災害状況

インターネットから閲覧
（パソコン、携帯電話）

情
報

ト

気象情報等入手
●文字により地区
ボードで詳細を発信

地
域
の
詳
細
情
報
を
様

●インターネット上にある地域の災害情報を集約

情
報
の
集
約

周辺状況
（カメラ映像）

（インターネット）

え
び

周辺状況把握

災害情報発信
●普段は健康

住民の状態を把握

●音声により災害
状況を繰り返し放送

様
々
な
手
段
で
効
率

●インタ ネッ ある地域 災害情報を集約
し、容易に災害状況を確認

情
報

情報技術を活用できる

モバイル端

末機器を利

地区ボード

音声配信
（ネットラジオ）

び
の
市
役
所

音声による発信

●普段は健康
状態を報告

●災害時は被
害状況を報告

住民の状態を把握 率
よ
く
発
信
、
そ
し
て

報
技
術
活
用
に
欠
か

●情報技術を理解
し、活用できるよう
に講習会の開催

用して簡単
に情報入手

状態報告
（健康、災害状況）

住民状況把握

周辺状況報告

て
住
民
の
状
態
を
把
握

か
せ
な
い
知
識
と
理
解

モデル地区内ネットワーク
（モバイル端末機器） YokaDO

コミュニティサイト

握
解
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東内竪公民館東内竪公民館

水流公民館水流公民館

市役所
真幸支所

実証エリア
ＮＴＴダークファイバ借り上げ区間

市役所
真幸支所

実証エリア
ＮＴＴダークファイバ借り上げ区間

真幸支所
区間

真幸支所
区間

８～１０Ｋｍ８～１０Ｋｍ



３地区のアンテナ設置個所

東内竪地区
（公民館） 水流地区

（公民館）（公民館）
公民館内に、

スイッチングハブ
UPS：無停電電源装置

用雷防護アダプタLAN用雷防護アダプタ
電源伝送機器

京町地区
（真幸出張所）（真幸出張所）



各住民の自宅へアンテナ設置2020

住民の方の自宅
送受信用アンテナ

無線LAN用ルータ



住民へ配布したモバイル端末機器2121

iPod‐Touch （24台）
PSP （14台）



地域コミュニティサイト22 地域コミュニティサイト22

トップペー
ジ

各地区のページ

地区連絡ボ ド地区連絡ボード

天気災害情報



国 県 市町村⇒住民23 国、県、市町村⇒住民23

宮崎県の雨量河川水位

宮崎県防災危機管理情報
イ

宮崎県防災危機管理情報

国土交通省防災情報

川の防災情報

ン
タ川の防災情報

えびの市の防災情報
タ
ー携帯用サイト

(1) 宮崎市防災情報
提供 宮崎市

ー
ネ

提供：宮崎市 Supported by Weathernews Inc. 

(2) 宮崎県の雨量･河川水位観測情報
提供：宮崎県県土整備部

(3) 宮崎県気象情報

ネ
ッ( )

提供：宮崎県総務部危機管理局協力：(株)ｳｪｻﾞｰﾆｭｰｽﾞ

(4) 川の防災情報
提供：国土交通省河川局

ト



住民⇒状況報告サイト24 住民⇒状況報告サイト24

状況報告入力画面 管理者確認画面 時間経過確認画面



地域の情報⇒住民25 地域の情報⇒住民25

●画像で地区内の河川、道路の

●文字により地区ボードで詳細を発信

状況を発信

●音声により災害
状況を繰り返し放
送

●音声により防災情報を発信



健康チェックサイト26 健康チェックサイト26

＜トップページ＞ ＜グラフ選択＞ ＜グラフ表示＞



住民説明会の開催27 住民説明会の開催27

75.0%

100.0%

60

80

割
合

人
]

25.0%

50.0%

20

40

積
算

し
た
割
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数

[人

0.0%0

京町地区 東内竪地区 水流地区 合計
住民説明会の様子

京町地区 東内竪地区 水流地区 合計

対象地区の年齢構成（アンケート回答者）

民



パソコン講習会
2828



コンピュータリテラシー29 コンピュ タリテラシ29

【1.一人でできる 2.途中までならできる】を回答した人数

課スクロール

ウィンドウ操作

音量調節

電源操作
参加者

不参加住民課
「ホーム」ボタン操作

「戻る」「進む」ボタン操作

インターネット上のページ移動

ブラウザの起動

課
題

文章の改行

文章入力と文字の削除

URLの入力

ウェブサイトの「お気に入り」登録

「更新」ボタン操作題

メール送信

メール受信

文字の変換

入力モードの変更

文章の改行

0 2 4 6 8 10 12

メール送信



地域でのICTの活用30 地域でのICTの活用30

インフラの環境整備

ま
インフラの環境整備

住民の災害情報のニーズ把握ま住民の災害情報の ズ把握

各組織の連携を強化と
住民の災害情報リテラシー

と
めめ



ICT活用で大切なこと31 ICT活用で大切なこと31

住民のニーズ

まICTに関することを直接住民に聞いても、わか
らない場合が多い。ま
住民の状況から、必要なニーズを導き出すこと
が大切。と

情報リテラシー

システム以上に、ICTに関して住民の興味、関

と
めシステム以上に、ICTに関して住民の興味、関

心を引き出す必要がある。

長期的な視点に立ち、情報リテラシー向上のた

め
長期的な視点に立ち、情報リテラシ 向上のた
めの活動が大切。



現在の活動32 現在の活動32

えびの市市民向けパソコン講習会の開催

現
えびの市市民向けパソコン講習会の開催

本年度は、２月、３月現
携帯サイトの構築中（宮崎市、えびの市）

高齢者の携帯所有率増加

現
在高齢者の携帯所有率増加

協働の取り組み

在
ボランティア団体、企業、行政


